
事業
年度

自 平成30年5月1日 法人コード A005353

至 平成31年4月30日 法人名
公益財団法人中部圏社会経
済研究所

【別表C(2)　控除対象財産】
※１　法人の管理運営に用いる財産については、事業番号の欄に「管」と記載してください。
※２　期首：申請書に添附した収支予算書の期首、期末：申請書に添付した収支予算書の期
末

１．公益目的保有財産

番号 財産の名称
場所 事業区分

※１ 財産の使用状況
（概要、使用面積、使用状況

等）

帳簿価格 不可欠
特定財産 共用財産

面積、構造、物量等 事業番号 期首※２ 期末※２ 取得時期 共用割合

1 基本財産
債券

第60回利付国債（20
年） 公

運用益を公益目的事業の財源と
して使用している。

999,552,400 円 768,730,750 円
他7件 1,2 %

2 基本財産
定期預金

三菱ＵＦＪ銀行 公
運用益を公益目的事業の財源と
して使用している。

447,600 円 231,269,250 円
1,2 %

3 運営強化資産
定期預金

大和ネクスト銀行 公
運用益を公益目的事業の財源と
して使用している。

110,000,000 円 110,000,000 円
1,2 %

4 その他固定資産
建物

パーティション他 公
公益事業の用に供している。 2,148,607 円 1,826,660 円

2-4

1,2 75.0 %

5 その他固定資産
什器備品

サーバ他 公
公益事業の用に供している。 387,409 円 532,126 円

2-5

1,2 75.0 %

6 その他固定資産
敷金

名古屋市中区栄四
丁目１４番２号久屋
パークビル３階

公

公益事業の用に供している。 4,625,208 円 4,625,208 円

2-6

事務所303.38平方メ
ートル賃借 1,2 75.0 %

円 円
%

計（A） 1,117,161,224円 1,116,983,994円

２．公益目的事業に必要な収益事業等その他の業務又は活動の用に供する財産

番号 財産の名称
場所 事業区分

※１ 財産の使用状況
(概要、使用面積、使用状況等)

帳簿価額 共用財産

面積、構造、物量等 事業番号 期首※２ 期末※２ 共用割合

4 その他固定資産
建物

パーティション他 他
その他事業及び管理運営の用に供
している。

716,203 円 608,886 円
1-4

1,管 25.0 %

5 その他固定資産
什器備品

サーバ他 他
その他事業及び管理運営の用に供
している。

122,340 円 177,375 円
1-5

1,管 25.0 %

6 その他固定資産
敷金

名古屋市中区栄四
丁目１４番２号久屋
パークビル３階

管
その他事業及び管理運営の用に供
している。

1,541,736 円 1,541,736 円

1-6

事務所303.38平方メ
ートル賃借 1,管 25.0 %

円 円
%

計（B） 2,380,279 円 2,327,997 円

３．資産取得資金（公益のみ）（別表Ｃ(4)より）

番号 資金の名称
事業
番号
※1

資金の目的
帳簿価額

公益目的
保有財産

共用財産

期首※2 期末※2 共用割合

公
円 円



円 円
%

計（C） 0円 0円

３．資産取得資金（公益以外）（別表C(4)より）

番号
資金の名称

事業
番号
※１

資金の目的
帳簿価格 共用財産

枝番 期首※２ 期末※２ 共用割合

円 円
%

計（C） 0円 0円

４．特定費用準備資金(公益のみ)（別表Ｃ(5)より）

番号 資金の名称
事業
番号
※1

資金の目的
帳簿価額

期首※２ 期末※２

7
中部圏統計分析事業引当資
産

公
中部広域圏の経済活動を
分析するためのツールとし
て「中部圏地域間産業連
関表」を開発・更新するとと
もに、応用研究を実施する
。
また、「中部圏マクロ計量
モデル」を開発・更新する
ことにより、複数の県にま
たがる広域経済圏の経済
予測を実施し、広域経済圏
の経済分析に役立てる。

63,844,603円 50,121,956円

1

計（D） 63,844,603円 50,121,956円

４．特定費用準備資金(公益以外)（別表Ｃ(5)より）

番号 資金の名称
事業
番号
※1

資金の目的
帳簿価額

期首※２ 期末※２

円 円

計（D） 0円 0円

５．交付者の定めた使途に従い使用・保有している財産（１～４に記載した財産は含まれません。）

番
号

財産の名称
事業
番号
※1

交付者の定めた使途
帳簿価額

期首※２ 期末※２

円 円

円 円

計（E） 0円 0円

６．交付者の定めた使途に充てるために保有している資金（１～４に記載した資金は含まれません。）

番
号

資金の名称
事業
番号
※1

交付者の定めた使途
帳簿価額

期首※２ 期末※２

8 航空事業引当資産
公 航空の発展に資する事業

を積極的に実施する。
45,111,447円 45,111,447円

1



円 円

計（F） 45,111,447円 45,111,447円

控除対象財産の額（Ａ～Ｆの合計）
期首※２ 期末※２

1,228,497,553円 1,214,545,394円


	Ⅰ．事業の実施状況
	１．中部広域圏における産業の活性化及び地域整備に関わる調査研究、政策提言及び普及啓発等を実施する事業［公益目的事業１］
	【調査研究】
	（１）中部圏景気動向指数の算出と公表
	（２）中部圏内総生産の早期推計及び予測
	（３）中部圏多部門マクロ計量モデルによる応用分析の実施
	（４）中部圏経済の実証分析の実施
	（５）名古屋大都市圏のあり方に関する調査研究
	（６）産学官連携高等教育のあり方に関する調査研究
	（７）中部国際空港における複数滑走路の必要性に関する調査研究
	（８）中部9県の地域・産業振興における広域連携の推進（東海・北陸）に関する調査研究
	（９）中部圏におけるインバウンド観光の広域連携に関する調査研究
	（１０）中部圏の「ものづくり」稼ぐ力に関する調査研究
	（１１）地域におけるエネルギーシステムの最適化に関する調査研究
	（１２）「農業と企業」に関する調査研究
	（１３）中部プロジェクトマップの作製
	（１４）その他調査・研究
	【政策提言・普及啓発】
	（１）講演会・シンポジウム
	（２）調査季報「中部圏研究」
	（３）航空・空港関係情報収集・提供
	２．地域の活性化及び地域の健全な発展に資する事業の支援
	［公益目的事業２］
	（１）第3回中部まちづくりパートナーシップ大賞
	（２）国連センター協力会事務局
	（３）日本計画行政学会中部支部事務局
	３．賛助会員向け事業［その他の事業１］
	（１）中部社研ITフォーラム
	（２）中部社研セミナー
	Ⅱ．役員会等および庶務事項
	１．役員会等に関する事項
	２．常設委員会等に関する事項
	３．評議員・役員に関する事項
	４．職員に関する事項
	５．登記に関する事項
	６．申請・届出等に関する事項
	７．重要な契約に関する事項
	８．その他の重要な事項
	Ⅲ．法人の概況
	１．設立年月日
	２．定款に定める目的
	３．定款に定める事業内容
	４．監督機関に関する事項
	５．会員の状況
	６．主たる事務所の状況
	７．評議員・役員名簿
	事業報告の附属明細書
	１　常勤役員の他の法人等との重要な兼職の状況
	２　その他の記載事項



